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令和２年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」 

に基づく対応状況等に関する調査結果 

 

 

１ 趣 旨 

厚生労働省が「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づき実施し

た令和２年度における対応状況等の調査結果のうち、山梨県の集計結果を公表する。 

 

 

２ 調査の概要 

  調査方法：養介護施設従事者等による虐待及び養護者による虐待について、市町村からの報告に基

づき県全体を集計 

  調査対象：６５歳以上の高齢者が被虐待者となった事例 

  対象期間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

 

 

３ 養介護施設従事者等による高齢者虐待についての対応状況等 

（１） 相談・通報件数等 

「相談･通報件数」は１５件であり、「虐待の事実が認められた事例件数」は２件で、「被虐待高齢者数」

は４人であった。 

 

表１ 相談・通報件数等 

 R2 年度 R1 年度 

相談・通報件数  15 件  25 件 

虐待の事実が認められた事例件数  2 件  5 件 

被虐待高齢者数  4 人  7 人 

 

（２） 虐待の事実が認められた事例及び身体拘束の有無 

身体的虐待に該当する「身体拘束」は、２人であった。 

 

表２ 市町村から県へ虐待の事実が認められたと報告があった事例 

 

施設の種類

性別 男性 男性 女性 男性

年齢階級 90～94歳 65～69歳 90～94歳
65歳未満

障害者

要介護度 要介護３ 要介護３ 要介護４ 要介護４

身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待

介護等放棄 介護等放棄

身体拘束 無 無 有 有

虐待を行った従事者
の職種

管理職
経営者・
開設者

虐待に対してとった
措置

事実確認・立入検査
(R2年度末現在対応中)

事実確認・立入検査
施設等に対する指導、改善計画の提出依頼
（R2年度末現在対応中)

介護職（介護福祉士）

介護老人保健施設小規模多機能型居宅介護等

虐待の種別
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４ 養護者による高齢者虐待についての対応状況等 

（１） 相談・通報件数等 

「相談･通報件数」は１７５件、「虐待を受けた又は受けたと思われたと判断された事例数（以下「虐

待判断事例数」という。）」は９０件で、「被虐待高齢者数」は９５人であった。 

 

表３ 相談・通報件数 

  R２年度 R1 年度 

相談・通報件数 １７５件 204 件 

虐待を受けた又は受けたと思われたと判断された事例件数 ９０件 111 件 

被虐待高齢者数 ９５人 111 人 

 

（２） 相談・通報者 

「介護支援専門員」が４１．０％と最も多く、次いで「家族・親族」が１２．6％、「医療機関従事者」及び

「当該市町村行政職員」が７．７％であった。 

 

表４ 相談・通報者（複数回答） （単位：人） 

 

（注）１件の事例に対し複数の者から相談・通報があった場合、それぞれの該当項目に重複して計上さ

れるため、合計人数は表３の相談・通報件数と一致しない。 

 

（３） 事実確認の状況 

「事実確認調査を行った事例」は１７１件であった。「事実確認調査を行った事例」のうち１６８件が

「立入調査以外の方法により事実確認調査を行った事例」であり、その内訳は、「訪問調査を行った

事例」が１３３件、「関係者からの情報収集のみで調査を行った事例」が３５件であった。 

なお、相談・通報の受理から事実確認開始までの期間の中央値は、回答のあった１７９件では０日

であり、相談・通報の受理から虐待確認までの期間の中央値については、回答のあった１０２件では

４日であった。 

  

介護支援
専門員

介護保険
事業所
職員

医療機関
従事者

近隣住民
・知人

民生委員
被虐待者

本人
家族・
親族

虐待者
自身

当該
市町村

行政職員
警察 その他 合計

R2 75 10 14 11 4 11 23 2 14 12 7 183

年度 (41.0%) (5.5%) (7.7%) (6.0%) (2.2%) (6.0%) (12.6%) (1.1%) (7.7%) (6.6%) (3.8%) (100.0%)

R1 83 18 10 12 9 12 15 3 17 27 14 220

年度 (37.7%) (8.2%) (4.5%) (5.5%) (4.1%) (5.5%) (6.8%) (1.4%) (7.7%) (12.3%) (6.4%) (100.0%)
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表５ 相談・通報に関する事実確認の状況 （単位：件） 

 
（注）事実確認の状況には、前年度以前に相談・通報があったもののうち、当該年度に入って事実確認を

行ったものが含まれるため、合計件数は表３の相談・通報件数と一致しない。 

 

表６ 相談・通報の受理から事実確認開始までの期間 （単位：件） 

 0 日 1 日 2 日 3～6 日 
7～13

日 

14～20

日 

21 日 

以上 
合計 

R2 年度 ９８ ２７ ７ ２２ １２ ３ １０ １７９ 

R1 年度 116 27 7 21 10 4 12 197 

中央値 R2 年度：0 日（即日）、R1 年度：0 日（即日） 

（注）事実確認開始までの期間には、前年度以前に相談・通報があったもののうち、当該年度に入って事

実確認を行ったものが含まれるため、合計件数は表３の相談・通報件数と一致しない。 

 

表７ 相談・通報の受理から虐待確認までの期間 （単位：件） 

 0 日 1 日 2 日 3～6 日 
7～13

日 

14～20

日 

21 日 

以上 
合計 

R2 年度 ３４ ９ ３ １３ １５ ７ ２１ １０２ 

R1 年度 43 7 10 26 18 4 17 125 

中央値 R2 年度：４日、R1 年度：3 日 

（注）虐待確認までの期間には、前年度以前に相談・通報があったもののうち、当該年度に入って虐待確

認を行ったものが含まれるため、合計件数は表３の虐待を受けた又は受けたと思われたと判断さ

れた事例件数と一致しない。 

 

  

171 (95.5%) 205 (98.1%)

168 (93.9%) 205 (98.1%)

訪問調査を行った事例 133 151

関係者からの情報収集のみで調査を行った事例 35 54

3 (1.7%) 0 (0.0%)

警察が同行した事例 3 0

警察に援助要請したが同行はなかった事例 0 0

援助要請をしなかった事例 0 0

8 (4.5%) 4 (1.9%)

相談・通報を受理した段階で、明らかに虐待ではなく
事実確認調査不要と判断した事例

3 3

相談・通報を受理し、後日、事実確認調査を予定して
いる又は事実確認調査の要否を検討中の事例

5 1

179 (100.0%) 209 (100.0%)

事実確認調査を行っていない事例

R1年度R2年度

合計

事実確認調査を行った事例

立入調査以外の方法により調査を行った事例

立入調査により調査を行った事例
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（４） 虐待の発生要因 

最も回答が多い要因は「被虐待高齢者の認知症の症状」の６７．８％、次いで「虐待者の介護疲

れ・介護ストレス」の６２．２％、「虐待者の知識や情報の不足」の６０．０％の順であった。 

 

表８ 虐待の発生要因（複数回答） （単位：件） 

 
（注） 複数回答のあった要因を集計しているため、表３の「虐待判断事例数」と要因件数は一致しない。 

虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例 90 111

a 虐待者の介護疲れ・介護ストレス 56 (62.2%) 60 (54.1%)

b 虐待者の介護力の低下や不足 40 (44.4%) 39 (35.1%)

c 虐待者の孤立・補助介護者の不在等 26 (28.9%) 23 (20.7%)

d
虐待者の「介護は家族がすべき」といった周囲の声、世間体に対するス

トレスやプレッシャー
3 (3.3%) 7 (6.3%)

e 虐待者の知識や情報の不足 54 (60.0%) 42 (37.8%)

f 虐待者の理解力の不足や低下 44 (48.9%) 45 (40.5%)

g 虐待者の虐待者の外部サービス利用への抵抗感 13 (14.4%) 15 (13.5%)

h 虐待者の障害・疾病 25 (27.8%) 34 (30.6%)

i 虐待者の精神状況が安定しない 36 (40.0%) 41 (36.9%)

j 虐待者の性格や人格（に基づく言動） 49 (54.4%) 68 (61.3%)

k 虐待者のひきこもり 7 (7.8%) 8 (7.2%)

l 被虐待者と虐待者の虐待発生までの人間関係 41 (45.6%) 52 (46.8%)

m 虐待者の飲酒の影響 11 (12.2%) 12 (10.8%)

n 虐待者のギャンブル 1 (1.1%) 2 (1.8%)

o 虐待者側のその他の要因 14 (15.6%) 7 (6.3%)

a 被虐待高齢者の認知症の症状 61 (67.8%) 59 (53.2%)

b
被虐待者の精神障害（疑い含む）、高次脳機能障害、知的障害、認知機

能の低下
29 (32.2%) 45 (40.5%)

c 被虐待高齢者の身体的自立度・認知機能の低下（認知症の症状含む） 50 (55.6%) 56 (50.5%)

d 被虐待高齢者の排泄介助の困難さ 38 (42.2%) 30 (27.0%)

e 被虐待高齢者が外部サービスの利用に抵抗感がある 13 (14.4%) 12 (10.8%)

f 被虐待高齢者本人の性格や人格（に基づく言動） 40 (44.4%) 31 (27.9%)

g その他 7 (7.8%) 5 (4.5%)

a 経済的困窮（経済的問題） 40 (44.4%) 56 (50.5%)

b 家庭内の経済的利害関係（財産、相続） 17 (18.9%) 18 (16.2%)

c （虐待者以外の）他家族との関係の悪さほか家族関係の問題 43 (47.8%) 56 (50.5%)

d （虐待者以外の）配偶者や家族・親族の無関心、無理解、非協力 26 (28.9%) 32 (28.8%)

e 家庭におけるその他の要因 5 (5.6%) 7 (6.3%)

a ケアサービスの不足の問題 19 (21.1%) 31 (27.9%)

b ミスマッチ等のマネジメントの問題 4 (4.4%) 3 (2.7%)

c その他 1 (1.1%) 3 (2.7%)

そ
の
他

要因

虐
待
者
側
の
要
因

被
虐
待
者
の
状
況

家
庭
の
要
因

R2年度 R1年度
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（５） 虐待の内容 

ア 虐待の種別 

「身体的虐待」が６１．１％と最も多く、次いで「心理的虐待」が４３．２％、「介護等放棄」及び「経済

的虐待」が１６．８％であった。 

 

表９ 虐待の種別（複数回答） （単位：人） 

 
（注）割合は、被虐待高齢者数に対するもの。 

 

【参考】虐待の具体的内容（主なもの） 

種別 主な具体的内容 

身体的虐待 暴力的行為、乱暴な扱い、身体の拘束 

介護等放棄 
生活援助全般を行わない、水分・食事摂取の放任、希望・必

要とする介護サービスの制限 

心理的虐待 暴言・威圧・侮辱、脅迫、無視・訴えの否定や拒否 

性的虐待 性行為の強要・性的暴力 

経済的虐待 
年金の取り上げ、必要な費用の不払い、預貯金・カード等の

不当な使い込み 

 

イ 虐待の程度の深刻度 

５段階評価で、「１－生命・身体・生活への影響や本人意思の無視等」が３7.9％と最も多く、次

いで、深刻度の高い「２」が２9.5％であった。一方、「５－生命・身体・生活に関する重大な危険」

は 4.2％であった。 

 

表１０ 虐待の程度（深刻度） （単位：人） 

 
 

  

身体的虐待 介護等放棄 心理的虐待 性的虐待 経済的虐待

R2 58 16 41 0 16

年度 (61.1%) (16.8%) (43.2%) (0.0%) (16.8%)

R1 73 25 42 0 21

年度 (65.8%) (22.5%) (37.8%) (0.0%) (18.9%)

5 4 3 2 1
生命・身体・生活
に関する重大な

危険

生命・身体・生活
に著しい影響

生命・身体・生活
への影響や本人
意思の無視等

R2 4 7 20 28 36 95

年度 (4.2%) (7.4%) (21.1%) (29.5%) (37.9%) (100.0%)

R1 7 4 36 32 32 111

年度 (6.3%) (3.6%) (32.4%) (28.8%) (28.8%) (100.0%)

合計
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（６） 被虐待高齢者の状況 

ア 性別及び年齢 

性別では、「女性」が 75.8％、「男性」が 24.2％と「女性」が全体の７割以上を占めていた。年

齢階級別では、「８０～８４歳」が 24.2％と最も多く、次いで「８５～８９歳」が 21.1％、「９０歳以

上」が 20.0％であった。全体の８割以上が７５歳以上であった。 

 

表１１ 被虐待高齢者の性別 （単位：人） 

 

 

表１２ 被虐待高齢者の年齢  （単位：人） 

 
 

イ 要介護認定の状況 

 全体の８割が介護保険の認定申請を行い、「要介護認定 認定済み」が７３．7％であった。 

また、「要介護認定 未申請」は 16.8％であった。 

 

表１３ 被虐待高齢者の要介護認定の状況 （単位：人） 

 
 

  

男性 23 (24.2%) 28 (25.2%)

女性 72 (75.8%) 83 (74.8%)

合計 95 (100.0%) 111 (100.0%)

R2年度 R1年度

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上 不明 合計

R2 7 8 18 23 20 19 0 95

年度 (7.4%) (8.4%) (18.9%) (24.2%) (21.1%) (20.0%) (0.0%) (100.0%)

R1 9 7 21 29 28 17 0 111

年度 (8.1%) (6.3%) (18.9%) (26.1%) (25.2%) (15.3%) (0.0%) (100.0%)

R2年度 R1年度

要介護認定　未申請 16 (16.8%) 26 (23.4%)

要介護認定　申請中 6 (6.3%) 3 (2.7%)

要介護認定　認定済み 70 (73.7%) 81 (73.0%)

要介護認定　非該当(自立) 3 (3.2%) 1 (0.9%)

不明 0 (0.0%) 0 (0.0%)

合計 95 (100.0%) 111 (100.0%)

要介護認定　申請中・認定済み(再掲) 76 (80.0%) 84 (75.7%)
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ウ 要介護認定者の状況 

要介護認定者 70 人における要介護状態区分は、「要介護２」が 31.4％と最も多く、次いで、

「要介護３」が 22.9％、「要介護１」が 21.4％であった。 

また、要介護認定者における認知症日常生活自立度の「自立度Ⅱ以上」は 80.0％、障害高齢

者の日常生活自立度（寝たきり度）の「寝たきり度Ａ以上」は 80.0％であった。 

 

表１４ 要介護認定者の要介護状態区分 （単位：人） 

 
 

表１５ 要介護認定者の認知症日常生活自立度 （単位：人） 

 
  

R2年度 R1年度

要支援１ 4 (5.7%) 4 (4.9%)

　〃　２ 2 (2.9%) 2 (2.5%)

要介護１ 15 (21.4%) 11 (13.6%)

　〃　２ 22 (31.4%) 27 (33.3%)

　〃　３ 16 (22.9%) 16 (19.8%)

　〃　４ 11 (15.7%) 16 (19.8%)

　〃　５ 0 (0.0%) 5 (6.2%)

不明 0 (0.0%) 0 (0.0%)

合計 70 (100.0%) 81 (100.0%)

要介護３以上(再掲) 27 (38.6%) 37 (45.7%)

R2年度 R1年度

自立又は認知症なし 1 (1.4%) 5 (6.2%)

自立度Ⅰ 12 (17.1%) 13 (16.0%)

自立度Ⅱ 32 (45.7%) 27 (33.3%)

自立度Ⅲ 20 (28.6%) 28 (34.6%)

自立度Ⅳ 4 (5.7%) 5 (6.2%)

自立度Ｍ 0 (0.0%) 2 (2.5%)

認知症はあるが自立度不明 1 (1.4%) 1 (1.2%)

認知症の有無が不明 0 (0.0%) 0 (0.0%)

合計 70 (100.0%) 81 (100.0%)

自立度Ⅱ以上(再掲) 56 (80.0%) 62 (76.5%)
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表１６ 要介護認定者の障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度） （単位：人） 

 
 

表１７ 要介護認定者の介護保険サービス利用状況 （単位：人） 

 
 

表１８ 要介護認定者の介護保険サービスの種別（複数回答） （単位：件数） 

 
（注）割合は、表 17 の介護サービスを受けている（62 人）、過去受けていたが判断時点では受け

ていない（２人）に対するもの。複数回答のため、回答数の合計は表 17 の利用者数に一致し

ない。 

R2年度 R1年度

自立 1 (1.4%) 1 (1.2%)

日常生活自立度(寝たきり度)Ｊ 13 (18.6%) 10 (12.3%)

　　　　〃　　　　　　　　Ａ 37 (52.9%) 41 (50.6%)

　　　　〃　　　　　　　　Ｂ 18 (25.7%) 25 (30.9%)

　　　　〃　　　　　　　　Ｃ 1 (1.4%) 3 (3.7%)

不明 0 (0.0%) 1 (1.2%)

合計 70 (100.0%) 81 (100.0%)

日常生活自立度(寝たきり度)Ａ以上(再掲) 56 (80.0%) 69 (85.2%)

R2年度 R1年度

介護サービスを受けている 62 (88.6%) 73 (90.1%)

過去受けていたが判断時点では受けていない 2 (2.9%) 2 (2.5%)

過去も含め受けていない 6 (8.6%) 6 (7.4%)

不明 0 (0.0%) 0 (0.0%)

合計 70 (100.0%) 81 (100.0%)

訪問介護 10 (16.1%) 0 (0.0%) 10 (15.6%)

 訪問入浴介護 0 (0.0%) 1 (50.0%) 1 (1.6%)

訪問リハ 3 (4.8%) 0 (0.0%) 3 (4.7%)

訪問看護 6 (9.7%) 0 (0.0%) 6 (9.4%)

 通所介護(デイサービス) 51 (82.3%) 0 (0.0%) 51 (79.7%)

通所リハ 4 (6.5%) 1 (50.0%) 5 (7.8%)

福祉用具貸与 11 (17.7%) 0 (0.0%) 11 (17.2%)

 短期入所(ショートステイ) 18 (29.0%) 1 (50.0%) 19 (29.7%)

 小規模多機能型居宅介護 2 (3.2%) 0 (0.0%) 2 (3.1%)

 グループホーム(認知症対応型) 1 (1.6%) 0 (0.0%) 1 (1.6%)

 介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム) 2 (3.2%) 1 (50.0%) 3 (4.7%)

介護老人保健施設(老健) 1 (1.6%) 0 (0.0%) 1 (1.6%)

施設種別特定不明 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

住宅改修 1 (1.6%) 0 (0.0%) 1 (1.6%)

介護サービスを
受けている

過去受けていた
が判断時点では
受けていない

合計
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（７） 虐待を行った養護者（虐待者）の状況 

ア 被虐待高齢者における虐待者との同居・別居の状況 

「虐待者とのみ同居」が４９．５％と最も多く、次いで「虐待者及び他家族と同居」が３８．９％と、

被虐待者の８割以上が虐待者と同居であった。 

 

表１９ 被虐待高齢者における虐待者との同居・別居の状況 （単位：人） 

 

 

イ 被虐待高齢者の家族形態 

「未婚の子と同居」が 25.3％と最も多く、次いで「配偶者と離別・死別等した子と同居」が

20.0％であった。 

 

表２０ 被虐待高齢者の家族形態 （単位：人） 

 
 

ウ 被虐待高齢者から見た虐待者の続柄 

被虐待高齢者者から見た虐待者の続柄は、「息子」が４1.1％と最も多く、次いで「娘」の２１．

5％、「夫」の１3.1％であった。 

 

表２１ 被虐待高齢者から見た虐待者の続柄                             （単位：人） 

 
（注）・虐待者については、延べ人数 

  

虐待者とのみ
同居

虐待者及び
他家族と同居

虐待者と別居 その他 合計

R2 47 37 10 1 95

年度 (49.5%) (38.9%) (10.5%) (1.1%) (100.0%)

R1 50 44 16 1 111

年度 (45.0%) (39.6%) (14.4%) (0.9%) (100.0%)

単独世帯
夫婦のみ

世帯
未婚の子
と同居

配偶者と
離別・死別等
した子と同居

子夫婦と
同居

その他 合計

R2 5 17 24 19 14 16 95

年度 (5.3%) (17.9%) (25.3%) (20.0%) (14.7%) (16.8%) (100.0%)

R1 10 16 47 7 19 12 111

年度 (9.0%) (14.4%) (42.3%) (6.3%) (17.1%) (10.8%) (100.0%)

夫 妻 息子 娘
息子の
配偶者

娘の
配偶者

兄弟姉妹 孫 その他 合計

R2 14 7 44 23 3 2 4 4 6 107

年度 (13.1%) (6.5%) (41.1%) (21.5%) (2.8%) (1.9%) (3.7%) (3.7%) (5.6%) (100.0%)

R1 18 7 55 15 6 3 6 2 7 119

年度 (15.1%) (5.9%) (46.2%) (12.6%) (5.0%) (2.5%) (5.0%) (1.7%) (5.9%) (100.0%)
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エ 虐待者の年齢 

虐待者の年齢階級別は、「５０～５９歳」が25.2％と最も多く、次いで「４０～４９歳」が20.6％、

「６０～６９歳」及び「７０～７９歳」が１7.8％であった。 

 

表２２ 虐待者の年齢                                                              （単位：人） 

 

（注）・虐待者については、延べ人数 

 

（８） 虐待の事実が認められた事例への対応状況 

ア 分離の有無 

虐待への対応として、「被虐待者の保護として虐待者からの分離を行った事例」は 

18.7％であった。一方、「被虐待者と虐待者を分離していない事例」は６5.4％であった。 

 

表２３ 虐待への対応策としての分離の有無 （単位：人） 

 
（注）・合計人数は、前年度の虐待判断事例のうち当該年度に入って対応を行ったもの

を含むため、表３の被虐待高齢者数と一致しない。 

  

20歳
未満

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60～
69歳

70～
79歳

80～
89歳

90歳
以上

不明 合計

R2 0 5 4 22 27 19 19 7 2 2 107

年度 (0.0%) (4.7%) (3.7%) (20.6%) (25.2%) (17.8%) (17.8%) (6.5%) (1.9%) (1.9%) (100.0%)

R1 0 1 2 20 40 22 16 12 0 6 119

年度 (0.0%) (0.8%) (1.7%) (16.8%) (33.6%) (18.5%) (13.4%) (10.1%) (0.0%) (5.0%) (100.0%)

被虐待者の保護として虐待者からの分離
を行った事例

20 (18.7%) 36 (28.6%)

被虐待者と虐待者を分離していない事例 70 (65.4%) 70 (55.6%)

現在対応について検討・調整中の事例 0 (0.0%) 3 (2.4%)

虐待判断時点で既に分離状態の事例
（別居、入院、入所等）

17 (15.9%) 12 (9.5%)

その他 0 (0.0%) 5 (4.0%)

合計 107 (100.0%) 126 (100.0%)

R1年度R2年度
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イ 分離を行った事例の対応 

分離を行った事例における対応は、「緊急一時保護」が 30.0％と最も多く、次いで「医療機関

への一時入院」が 25.0％の順であった。 

 

表２４ 分離を行った事例の対応の内訳 （単位：人） 

 
 

ウ 分離していない事例の対応の内訳 

分離していない事例、７０人における対応は、「養護者に対する助言･指導」が６４．３％と最も多

く、次いで、「既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを見直し」が４４．３％であった。 

 

表２５ 分離していない事例の対応の内訳（複数回答） （単位：人） 

 
（注）・割合は、表２３の「被虐待者と虐待者を分離していない事例」人数に対するもの。 

   ・その他：医療機関との連携、ケアマネマネジメント支援、養護者以外の家族の協力等 

  

人数
構成割合

（％）

面会制限
を行った

事例(内数)
人数

構成割合
（％）

面会制限
を行った

事例(内数)

契約による介護保険サービスの利用 2 (10.0%) 0 13 (36.1%) 0

2 (10.0%) 2 4 (11.1%) 0

緊急一時保護 6 (30.0%) 4 5 (13.9%) 3

医療機関への一時入院 5 (25.0%) 3 5 (13.9%) 1

上記以外の住まい・施設等の利用 2 (10.0%) 1 6 (16.7%) 1

虐待者を高齢者から分離(転居等) 1 (5.0%) 0 1 (2.8%) 0

その他 2 (10.0%) 2 2 (5.6%) 0

20 (100.0%) 12 36 (100.0%) 5合計

老人福祉法に基づくやむを得ない事由等
による措置

R1年度R2年度

経過観察（見守り） 15 (21.4%) 16 (22.9%)

養護者に対する助言・指導 45 (64.3%) 45 (64.3%)

養護者自身が介護負担軽減のための事業に参加 3 (4.3%) 3 (4.3%)

被虐待者が新たに介護保険サービスを利用 5 (7.1%) 10 (14.3%)

既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを
見直し

31 (44.3%) 28 (40.0%)

被虐待者が介護保険サービス以外のサービスを利用 5 (7.1%) 1 (1.4%)

その他 30 (42.9%) 6 (8.6%)

R1年度R2年度



 12 

 

エ 権利擁護に関する対応 

権利擁護に関する対応として、成年後見制度の「利用開始済み」が５人、「利用手続き中」が４人

であり、これらを合わせた９人のうち「市町村長申立の事例」は８人であった。また、「日常生活自

立支援事業の利用」は１人であった。 

 

表２６ 権利擁護に関する対応 （単位：人） 

 

 

５ 虐待による死亡事例 

虐待により死亡に至った事例は、０件であった。 

  

R2年度 R1年度

5 3

4 3

9 6

市町村長申立の事例　 8 3

日常生活自立支援事業の利用 1 2

成年後見制度　利用開始済み

〃　　　　　　利用手続き中

合計

(内数)
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【用語解説】 

「養介護施設従事者等」 

・「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者 

「養介護施設」 

・老人福祉法に規定される老人福祉施設（地域密着型施設も含む）、有料老人ホーム 

・介護保険法に規定される介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、地域包括支

援センター 

「養介護事業」 

・老人福祉法に規定される老人居宅生活支援事業 

・介護保険法に規定される居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、居宅介護支援事業、介護予

防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、介護予防支援事業 

「養護者」 

「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」であり、高齢者の世話をして

いる家族、親族、同居人等が該当する。 

「認知症高齢者の日常生活自立度」 

判定の基準等 

ランク 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家

庭内及び社会的にほぼ自立している。 

 

Ⅱ 日常生活に支障を来すような症状・行動や

意思疎通の困難さが多少見られても、誰か

が注意していれば自立できる。 

 

 Ⅱａ 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金銭管理

など、それまでできたことにミスが目立つ等 

Ⅱｂ 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との対

応など一人で留守番ができない等 

Ⅲ  日常生活に支障を来すような症状・行動や

意思疎通の困難さが見られ、介護を必要と

する。 

 

Ⅲａ 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできない、時間

がかかる。 

やたらに物を口に入れる、物を拾い集める、徘徊、

失禁、大声・奇声をあげる、火の不始末、不潔行

為、性的異常行動等 

Ⅲｂ 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 

ランクⅢａに同じ 

Ⅳ 日常生活に支障を来すような症状・行動や

意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介

護を必要とする。 

ランクⅢａに同じ 

Ｍ 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤

な身体疾患が見られ、専門医療を必要とす

る。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精

神症状に起因する問題行動が継続する状態等 

 

「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）」 
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判定の基準 

生活自立 ランクＪ 

何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する。 

1. 交通機関等を利用して外出する 

2. 隣近所へなら外出する 

準寝たきり ランクＡ 

屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出しない。 

1. 介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する 

2. 外出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活をしている 

寝たきり 

ランクＢ 

屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体であるが、

座位を保つ。 

1. 車椅子に移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う 

2. 介助により車椅子に移乗する 

ランクＣ 

１日中ベッドの上で過ごし、排泄、食事、着替えにおいて介助を要する。 

1. 自力で寝返りをうつ 

2. 自力で寝返りもうてない 

※判定に当たっては、補装具や自助具等の器具を使用した状態であっても差し支えない 

 

 

【留意事項】 

割合（％）は四捨五入しているので、内訳の合計が100％に合わない場合がある。 

 


